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2調 査 デー タ
本 稿 で 利 川 す る デ ー タ は,我 々の 科 研 費 研究 プ ロ ジ ェ ク ト('1'成
16～18年度)で 実 施 した中国企 業に対す るア ンケー ト調 査結 果で あ る。
この ア ンケー ト調 査は同プ ロジェク トが実 施 した 二つの アンケー ト調査 の
ひとつであ り,中 国国務院 商務 剖二所属 の国際貿 易対外経済合作研究院貿 易
研究 部に委託 して2006年1月 か ら3月 までの期間 に実 施 され た もので あ
る。調査方法 につ いては同研究室 か ら商務 部系統 を通 じて原則 と してす で
に海外進 出 して いる中国企 業本社2000社宛て にア ンケー ト川紙 を郵送 し,
回収す る方法 を基本的 に採川 した。 一部において電話や企業訪問で の聞き
取 りノ∫式 も採用 された。ll11収数 は448件で あ った(回 収 率22.4%)。その
中で回答企 業に 重複 のある ものを除 き,ま た回答項 目数が極 めて低 い もの
等 を無 効扱 いと した。 その結 果,有 効 サ ンプル数 は411社とな った。411
社の プロフ ィールは,海 外投 資をすでに実 施 した企業で あ り,所 有形態 で
は国 有,民 営 ともに含んでいる。 また国有企 業では地方所属 だけでな く,
国務院(国 有資産監督管理 委sl会)管 轄 ドの中央1[三i有企 業も数 多 く含まれ
て いる。回答企 業の 、γ地分 布は広範囲であ り,一 部内陸を含 め東部沿海地
域 をほぼカバー している。 具体 的に411社の地 域的分布 につ いて は,広 東
省52社,江 蘇省45社,ヒ 海ll∫42社,漸江省(寧 波 市を除 く)30社,寧
波 市54社,河 北省18社,遼 寧 省19社,、畳デ林省9社,黒 龍江省13社,北
s;:rli13社,山東省35社,重 慶 市23社,広 西自治区9社 および中 央国有
企 業49社 で あ る。 この調 査結 果 につ い て は,科 研 費 研 究成 果 報 告rl}










跨 って多角経営を展開 している事例が多い。この場合の対処法は,ま ずそ
のなかの最 も}要な業種(ま たは本来の業種)が 明らかな場合は,当 該業
種とした。 またk要 な業種が複数ある場合には,「総合性」 業種とした
(HPでの会社紹介が 「総合性」と規定 している場合 もそれに従った)。こ











































2006年ア ンケ ー ト調 査結 果 サ ン プル 数406社 。























全 体 76.8 16.G 10.1 52.7 20.E 22.1 13.1 22.7 406
農 林水YC 73.7 31.f,10.5 42.1 ]0.5 1i.8 15.8 31.6 19
鉱 業 83.3;':150.0 0 S6.7 ]6.i 16.8 33.3 33.3 6
食 品 85.7 28.6 0 5.7.114.3 28.6 0 `L8.6 7
紡 織 86.E 16.3 7.0 53.5 14.0 23.3 11.6 34.9 a:i
木材 ・家具 ,ie 40:0 10.0 30.0 0 0 0 10.0 10
石油化学 ?3.7 10.5 10.5 63.2 21.1 26.3 10.5 10.5 19
金 属 62.5 31.3 0 31.3 18.8 12.5 12.5 12.5 16
機 械 e 10.8 9.0 52.3 27.9 2U.7 15.3 27.0 Ill
建 築 47.4 0 15.8 36.8 ]0.5 21.1 26.3 15.8 19
製 薬 91.9 8.3 0 75.0 i8.3 50.0 8.3 25.0 12
H川 品 84.修 7.7 0 57.7 23.1 30.8 il. 26.9 26
運 輸 83,3 50.0 0 ss.7 is.7 0 16.7 0 fi
商業 ・貿易 68.7 17.9 16.9 52.2 9.0 14.9 10.E 16.4 67
金融 ・投資 71:4 0 19.3 71.4 X12.9 92.9 0 19.3 1
不 動of :1f U 0 40.0 20.0 20.0 U zo.o i
サ ー ビ ス 81.8 9.1 18.2 54.5 36.4 27.3 18.2 9.1 11
総 合 72.2 1fi.727.8 55.6 22.2 27.8 5.fi 11.1 1H
そ の 他 83.3 16.7 16.i ss.7 16.7 33.3 ]6.7 33.3 6
(筆者作成)各 業種の第1位,第2位 の項目を網かけした。
全体的 には,海 外直接投資決定の 主要目的 は回答比率(複 数 回答可)の
高い ものか ら順 に,① 海 外市場 に参人 し商 品を販売す る(76.8%),②市
場販売 シェアーの伸張(52.7%),③情報の取得(22.7%),④外国の 先進
的管理 の学翌 と導人(22.1%),⑤外国の先進技術 の獲得(20.4%),⑥現
地 市場 で原 材料を購入 して輸人す る(16.6%)とな ってい る。 主要 目的は
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i三に,市 場期待(市 場情 報,製 晶販売 と原材料購入)と 技術 ・管理期待 か
ら構成 されて いる。
業種別 につ いてみ ると,い ずれの業種 も海外 市場への参人 ・販売 目的 が
最大の 目的で ある点で 共通 している。 この点で比較的比率が高 いの は,製
薬(91.7%),紡織(86.0%),食品(85.7%),日用品(84.6%)などで あ
る。他 方で建築(47.4%),木材 ・家 具(60.0%)での比 率は比較 的低い。
販売 シェアー獲得 の要因はいずれの業種で も第:位 の高い比率を 占めてい
る。 そ の なか で比 率が 相対 的 に低 いの は 木材 ・家 具(30.0%)と機 械
(31.3%)であ る。
海外ll∫場 での原材料資源 の購買 目的は,木 材 ・家具(70%),鉱 業(57
%),金 属(56%),農 林水産(45%),食 品(38%),商 業 ・貿易(34%)
な どの 業種 で 多い。 海 外 の先 進 的 な技 術 ・管理取 得 の 目的 で は,製 薬
(108.3%),金融 ・投 資(85.8%),サー ビ ス(63.7%),などの業種で多い。
他 方で,木 材 ・家具(0%),運 輸(16.7%),商業 ・貿易(23.9%),農林
水産(26.3%),などの伝統 的な業種 では相 対的低 い。 原材料 調達 ・輸 入
の 目的で は,鉱 業 ・運輸(50.0%)と木材 ・家 具(40.0%)が最 も比 率が
高 い。他 ノ∫で建築,金 融 ・投 資,不 動 産では この 目的を選択す る ものはい
なか った。
労働 コス ト削減 の 目的 は,全 体 として極 めてマ イナーで あ り,各 業種 に
お いて も同様で ある。特 に,鉱 業,食 品,金 属,製 薬,口 川品,運 輸,不
動産で はこの 口的 をあげる ものはいなか った。 これ らの業種の多 くは中国
で もと もと労働集約的 な低 コス ト業種であるので 当該 目的のための海外進
出 はあま り意味が ないといえ る。
2)競争優位性
全体的には,対 外直接投資の競争優位性 につ いての回答(複 数回答 可)






















r体 5LA 55.9 28.3 30.3 13.1 15.3 za.z 39.2 8.9 cos
農林水産 63.2 47.4 21.1 31.6 10.5 15.8 '16.3 42.1 10.5 19
鉱 業 33.3 83.3 0 33.3 33.3 33.3 33.3 66.7 1G.7 6
食 品 14.3 71.4 14.3 14.3 0 11.3 28.6 42.9 28.6 7
紡 織 69.8 00 37.2 37.2 11.6 1f.3 11.6 37.2 11.6 43
木材・家具 40.0 70.0 10.0 20.0 40.0 0 10.0 70.0 10.0 10
石油化学 52.6 57.9 36.8 ?6.3 5.3 10. 26.3 5T.9 5.3 19
金 属 56':337.5 18.8 6.3 6.3 18.8 31.3 25.0 18.8 16
機 械 52.3 62.2 32.4 33.3 1.Z io.a 13.5 .. 4.5 111
鑓 築 36.8 5Z.9 31.6 5.3 15.8 2f.3 31.6 52.6 10.5 19
製 薬 50.0 50.0 25.0 :)n.n1G.7 1fi.741.7 58.3 8.3 12
日 川 品 69.2 57.7 30.8 12.3 3.8 %./ 11.5 26.9 7.7 26
運 輸 37.3 $3:3 16.7 33.3 50.0 U 33.3 66.7 16.7 r
商業・貿易 37.3 47.8 2G.9 2;i.420.9 19.4 28.4 43.3 10.4 f7
金融 ・投資 57.1 28.6 ?8.6 42.9 n2.s 14.3 28.6 57.1 U 7
不 動i%( 4ao 40.0 20.0 U 20.0 0 20.0 20.0 20.0 ti
サ ー ビス 54:5 63.6 S).145.5 9.1 27.3 27,3 18.? X3.1 11
総 合 55:6 50.0 1fi.722.2 11.1 22.2 33.3 44.4 5.6 18
そ の 他 ss.7 66.7 50.0 50.0 lfi.71(i.733.3 33.3 0 6
(}作 成)各 業種の第1位,第2位 の項目に網かけを した。
第 三位 が中国政府の支持(39.2%)とな っている。以 ド,優れたマーケテ ィ
ング戦略(30.3%),商品設計 ・開発の優位(28.3%),人材優位(22.2%)
となって いる。製品の安 さと質 の良 さの点 に大 半の企 業が競 争優位性 を見
て いる。他 方で,人 材 や人間関係 は競 争優位 要因と してあま り認識されて
いない。後 にみるよ うに海外 においては国際的な経営管理 人材や人的ネ ッ
トワー クはむ しろ弱 み として見 られている。
業種別の動 向 も基本的に同様である。 大部分の業種において製品の コス












































全 体 29.8 30.5 49.3 15.3 5.7 28.1 11.8 20.2 18.5406
農林 水N'f 21.1 21.1 47.4 21.1 0 36.8 10,5 `16.3 42.1 19
鉱 業 66:7 33.3 33.3 33.3 0 16.7 U 0 16.7 6
食 品 14.3 in.s 42.9 U 14.3 57.1 0 14.3 ]X1.37
紡 織 25.6 25.6 41..920.9 `1.3 32.6 9.3 18.6 16.3 43
樹 ・家具 10.0 30.0 54.x}_"4`0.0 0 10.0 10.0 0 20.0 10
石油化学 31.6 36.8 63.2 10.5 5.3 15.8 5.3 15.8 15.8 19
金 属 6.3 25.0 43.8 12.5 12.5 56.3 6.3 43.8 12.5 is
機 械 27.9 32A 49,5 13.5 5.1 26.1 12.6 21.6 12.6111
建 築 15.8 31.6 5z.s 36.8 5.3 15.8 5.3 15.8 26.3 19
製 薬 41.7 41.7 41.7 16.7 8.3 41.7 33.3 ?S.0 is.7 12
H川 品 50.0 23.1 X12.3 15.1 3.8 26.9 11.5 7.7 1S.h 2fi
運 輸 33.3 33.3 50.0 0 1fi.75Q.0 33.3 50.0 16.7 f
商業・貿易 34.3 23.9 47:8 11.9 4.5 25.4 13.9 17.9 26.9 r7
金融・投資 28.6
乱
57;1 42.9 U 0 0 14.3 'L8.6 28.6 7
不動産 40.0 40.0 soO 0 40.0 60.0 20.0 0 0 5
サー ビス 9.1 27.3 45,E 9.1 27.3 27.3 18.2 36.4 28.2 11
総 合 33.3 44.4 si.1 5.6 U 27.8 5.6 11.1 11.1 18
そ の 他 33.3 66.7 83.3 16.7 0 U 16.7 :33.316.7 6
(筆者作成)各 業種の第1位 の項 目に網かけをした。
7 一7一
第一に海外経 営の管理 経験不 足 と管理 人材の不足(49.3%),第:に人民
元の交換性 と資本項Il取引の制 限(30.5%),第三に外国政 府の ビジネス
へ の統 制 と制限(29.8%)とな ってい る。以 ド,強 ノJなマーケテ ィング手
段 とネ ッ トワー クの不足(28.1%),夕一ゲ ッ トr}i場へ の理解 不足(20.2
%),外llξi語が分か る国内従 業員の不足(15.5%)の順で ある。 制度 や政
策な どの環境 要因 よ りも,ま ず 企業のi三体 的要因が多 く指摘 されてい る点
が注 目され る。
業種別 ではほとん どの業種 で海外経営 の管理経験 不足 と管理 人材の不足
を指摘す る企 業が最 も多い。 しか し,鉱 業,f(用品では外国政 府の ビジネ
ス統制 ・制限 という外的 要素を指摘 する企業が最 も多い。 また食品,金 属
ではマーケテ ィングT=段とネ ッ トワー ク不足を指摘 する企業が最 も多い。
この点 は金属 と運輸 において も多い。
4海 外F会 社の取引構造
1)海外拠 点の設 置状況
t体 的には海 外拠点1つ が175社,2～5拠 点175社,6～10拠点21社,
10拠点以F.21社とな っている。 業種別で は,拠 点一つは比率的には食品,
石油 化学,金 属 な どの業種に多い。拠 点 とlki別㍍地 との関係は必 ず しも明
確 ではないが,拠 点X1.1也が多い企業では多国籍化 してい ることが推定 され
る。複数以1の 海外拠点の設置では,運 輸,金 融 ・投 資,総 合,サ ー ビス,
製薬な どの 業種 が比 較的 多い。特 に10以1一の海外拠点 の設置で は,サ ン






表4海 外子会社 ・合弁会社 ・支店の設置数
1つ 2～5 6～9 10以上
全 体 175 175 21 21
農林水産 8 7 2 1
鉱 業 0 3 0 3
食 品 5 2 0 0
紡 織 19 18 2 3
木材 ・家具 5 5 0 0
石油化学 10 7 0 0
金 属 9 s 1 0
機 械 54 48 2 2
建 築 7 9 1 1
製 薬 4 4 1 3
日 用 品 9 12 2 1
運 輸 1 3 0 2
商業 ・貿易 30 26 5 2
金融 ・投資 1 3 1 1
不 動 産 2 3 0 0
サ ー ビス 3 5 2 0
総 合 4 10 1 2
そ の 他 2 4 0 0
(筆者作成)
53.7%,10～20%未満12.9%,20%以上33.4%であ り,全体 として海外企

















金融g投 資 口5%以 ド














他方で比率が低い業種はサー ビス,不動産,食 品,製 薬,農 林水u'などの
業種である。
次に,図3は 輸入総額に占めるグループ海外企業経由輸入の比率を示 し
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海外製造f会 社全体の販売 市場構成 につ いて(以 ド,全 体のなかで り
の販売d∫場比率の合計が100%となることが明示的な109社を前提 とす る)。
第一に,現 地li∫場販売比 率について,現 地販売 比率100%の企業が28.4%
と最 も多 く,次 い でゼ ロの企 業が25.7%であ る。 全体 の'F均値52.9%,
中央値60%で あ り,比 較 的に対照的 な分布 を示 して い る。 次 に外 国 市場
(中国 を除 く,以 ド同 じ)販 売比 率はli{i内販売 比率 に比 べて低 くな ってい
る。 す なわ ち,ゼ ロの企 業が34.9%あり,二 番 目以 ドを人 き く離 してい
る。 全体 の'F均値 は35.4%,中央値 は20%で あ る。 第 一三に中国 市場 販売
比 率は全体 的 に更に比 率が低 い。 す なわ ち,ゼ ロの 企業が実 に76.1%も
あ り,'r均値 は11.6%,中央値0と な って い る。以Lか ら,製 造f会 社
のili場販売比 率は,第 一 に現 地ll∫場,第:に 外国ll∫場,第 こに中国ri∫場 と
な っている(科 研 費報告 書2007)。
次 にL記 の統 計デー タの中でサ ンプルが比較的 多 く,ま た中国の代表的
な輸 出産 業で もある機械 製造 業 と紡織 業にお ける海外製造r会 社 の販売 先
につ いてみてみる。 それは表5,表6の とお りであ る。
機械 製造業の海 外製造t一会社 の場 合,サ ンプル全体31社 の販売 先構 成
比 は,現 地 市場71.8%,外国IiJ場23。5%,Ii咽li∫場4.7%であ り,圧 倒的
に現地 市場 向けの現地 生産であ ることが分か る。各販売 市場へ の販売比率
分布 は分 散的で あるが,現 地ll∫場 への販売比 率80%以iの 企業が31社 中,
22社占めてい る。他 方で中国li∫場への販売比 率ゼ ロの企 業は27社 にのぼ
る。外国ll∫場へ の販売比 率はゼ ロが13社,20%未 満が17社 であ り,全 体




比 率 現地市場 外国市場 中国市場
0 2 13 27
10%未満 3 1 1
10%台 0 3 1
20%台 1 6 0
30%台 1 1 1
40%台 0 1 0
50%台 1 1 0
60%台 0 0 0
70%台 1 1 0
80%台 7 1 0
90%台 3 2 0
100°x6 12 1 1
合 計 31 31 31




比 率 現地市場 外国市場 中国市場
0 5 2 10
10%未満 0 0 1
10%台 0 2 0
20%台 0 3 1
30%台 0 0 0
40%台 0 0 0
50%台 2 2 0
60%台 1 0 0
70%台 1 0 0
80%台 1 0 0
90%台 1 0 1
100% 2 4 0
合 計 13 13 13




り,輸 出のたあの現地 生産を展開 して いる企 業 もあ り注 目され る。
他 方,紡 織 業の現地 製造f会 社 はサ ンプル数が少ない ものの,全 体 での
販売 市場 構成比率 は現地 市場46.2%,外国ll∫場(中 国 を除 く)45.0%,IiI
ilξ田∫場8.8%である。 機械製造 業f会 社 に比 べて現地 販売比率 が小 さ く,
海外 市場 販売 比率が大 きい。紡織 業f会 社 では現 地 市場 とと もに海外 市場
に も積極的に輸出 して いる状況が みて とれる。 各販売 市場への販売比 率分
布は分散的であ るが:極 化傾向 もみ られる。
B調 達 市場
海外製造r会 社の原材料調達rl∫場の構成 につ いて。 前者 と同様 に 一三つ の
調達ll∫場比率 の合計が100%とな る会社(113社)を 対 象 とす る。 全体的
には第一 に現地ll∫場か らの調達 比率で は,'F均値36%,lll央値20%で,
比較的低 い比 率の企業が多い。 第 二に外国 市場 か らの調達 比率は,ゼ ロ企
業 が63.7%と圧倒 的で あ り,十;均値 は12.9%,中央値 はゼ ロ。 第 一三に 中
国rl∫場か らの原材料 調達比 率は,両 極分化の傾 向がみ られる。 すなわ ち,
ゼ ロ企 業21.2%,100%購入企業が19.5%と多 く,そ の 中間が少 な く,'r
均値 は51.9%,中央値58%で あ る。以 上か ら,海 外 製造 ヂ会社の原 材料
調達 市場で は,t:体的 には,中 国ll∫場 が第一一,現地 市場 が第:,そ して外
ll三lifi場が第 三とな っている。 従 って,海 外製造r会 社 は,中 国か ら原材料
を調達 し,現 地で,...・一し,現 地 市場 に販売す る事業展 開 してい るケー
スが最 も多いと見受 け られ る(科 研 費報{1譜2007)。
次 に,機 械 製造 業 と紡織 業の海 外r会 社の調達 先についてみ たのが表7
と表8で あ る。
機械製造海外f一会社32社 の調達 先 は中国ll∫場63.6%,現地II∫場32%,
外国 市場14%で あ り,中 国 市場 か らの原 材料 ・部品の 調達が最 も多い。
中国市場 か らの調達比率分布をみると,50%以i:が21社,80%以1.171:,
100%が8社と調達比 率が高 い企 業が 多い。 他ノ∫,現 地li∫場 での調達比 率




比 率 現地市場 外国市場 中国市場
0 10 19 4
10%未満 3 1 1
10%台 5 3 0
20%台 2 3 1
30%台 0 2 1
40%台 1 0 4
50%台 s 2 2
60%台 2 0 2
70%台 1 0 0
80%台 1 0 4
90%台 0 1 5
100% 1 1 8
合 計 32 32 32




比 率 現地市場 外国市場 中国市場
0 7 12 2
10%未満 1 1 0
10%台 5 2 0
20%台 0 0 1
30%台 1 0 0
40%台 0 0 1
50%台 1 0 1
60%台 1 0 0
70%台 0 2 0
80%台 0 0 2
90%台 0 0 4
100 1 0 6
合 計 17 17 17




これは機械製品の品質 ・技術水準 や海外t一会 社の 、!.地や市場構造 に関係 し
てい ると推測 され る。例え ば,生 産拠点 のある現 地 市場で部ll11・原材料 を
調達す るのが困難で ある,部 品 ・原材料産 業の集積が現地 において未発達
な環境 にあ る場合 などで ある。恐 らくその可能性 は途 ヒ国 においては大き
い と考え られ る。 ただ し,r回 のア ンケー ト調査では残念な ことに進 出先
につ いての設問 を設定 していなか ったので,海 外 子会社の 、詫地国 の市場状
況を特定す ることはできない。
紡織製造 業の海外r会 社17社 の調達先 は,中 国ll∫場72.9%,現地 市場
17.4%,海外li∫場9.8%であ る。 機械製造 業の場 合よ り,さ らにll1国市場
への依 存度が高 い。 中国ll∫場か らの調達比 率分布 をみて も,80%以t12
社,100%が6社,最 低で も20%台が1社 のみであ る。現地 市場か らの調
達 比率分布は,100%調達 が1社 あ るものの,ゼ ロ7社,20%未 満13社 と
低 い水準が圧 倒的であ る。 こう した調達構造 に も,前 述 した ことと同様 な










業種別の総経理派遣の程度は,建 築,食 晶,不 動産などで比率が高く,
















業種別では,上 記の全体的状況と同 じく同業ライバルの価格引き ドげ交
























変 動 その他 n=
全 体 49:3 15.3 12.8 17.7 32.8 20.7 91.9 19.2 406
農 林水iVC;21.1 15.8 5.3 26.3 36:8 26.3 21.] 26.3 19
鉱 業 50.0 0 16.7 33.3 66.7 16.7 50.0 16.7 6
食 品 28.6 14.3 0 14.3 28.6 42.9 28.6 14.3 7
紡 織 96.5 14.0 14.0 16.3 25.6 16.3 遵&8 11.6 43
木材・家具 40.0 0 0 10.0 5U.0 40.0 20.0 20.0 ]0
石油化学 sr.a 1,5.810.5 36.8 26.3 10.5 52.6 26.3 19
金 属 43.8 0 .. .. 37.5 6.3 50.0 6.3 is
機 械 52謁 25.2 13.5 1?.6 27.0 is.o 49.5 16.2 111
建 築 4'14 5.3 5.3 15.8 魂,4 42.1 26.3 21.1 19
製 薬 41.7 16.7 H.3 25.0 41.7 5U.0 33.3 41.7 12
11川 品 53:8 1L5 7.7 11.5 42.3 11.5 50.0 15.E 26
運 輸 66.7 16.7 16.7 16.7 16.7 50.0 16.7 33.3 6
商業・貿易 46:7 10.4 17.9 23.9 26.9 17.9 34.3 19.9 67
金融 ・投資 28.6 14.3 0 28.6 28.fi14.3 42.9'28.6 7
不 動産 X11 0 0 40.0 20.0 0 80.020.0 5
サ ー ビス 54x is.z 18.`L 9.1 18.2 9.1 27.3 45.5 11
総 合 77β J.6 11.1 5.6 66.7 33.3 33.3 5.G 18
そ の 他 83,3 50.0 50.0 ]6.7 33.3 16.7 33.3 16.7 6
(筆者作成)各 業種の第1位 の項 目に網かけをした。
サービス,総合などである。他方で,為 替変動を最も多く指摘 している業
種は,紡織,石 油化学,金 属,金 融 ・投資,不 動産である。
現地政治環境の不安定を最も多 く指摘 している業種は,鉱業,木材家具,
建築である。さらに現地経済の不景気を最 も多く指摘 している業種は食品,
製薬 となっている。 このように現地 チ会社の競争圧力 ・リスクに対する見
方は業種により異なる。
17 一17一
5海 外事業の経営パ フ ォー マ ンス
1)成果評価
最初に参入 した海外事業経営の目標達成状況について。全体的には,す
べての所期 目的を達成 した企業が14%,多くの所期目標を達成 したとす
る企業が54%,少数の所期 目的を達成 したとする企業24%,となってい
る。従って,基 本的に所期目標を達成 した(「すべての目標を達成 した」
と 「多くの目標を達成 した」 との合計)と 積極的に評価す る企業は68%
と大部分を占めている(㌔
業種別の目標達成状況は図5の とお りである。「すべての 目標を達成 し
た」 とする企業の比率は不動産(33%)で最 も多 く,以下,総 合(30%),
製薬(27%),食品,日 用品(25%)などが多い。逆にこの点で回答率が
低いのは,右 油化学(6%),紡織(7%),サービス(9%)などである。
目標達成を積極的に評価(「すべての目標を達成 した」 と 「多 くの目標を
達成 した」の合計)す る企業は,総 合(90%),鉱業(86%),木材 ・家具

















































































































































(80%),金融 ・投 資(75%),製薬(73%),紡織(72%)な どの業種 が多
い。他 方で 目標達 成を消極的 に評価(「 少数の 日標 を達 成 した」 と 「目標
を何 も達成 していない」の合計)す る企業 は,運 輸(50%),食品(37%),
サー ビス(36%),建築(35%),不 動塵(33%),商 業 ・貿 易(31%)な
どが相 対的に多い。
2)成果の要因分析






























全 体 70.1 52.8 60.1 28.8 9.2 35.1 37.3 25.5 47.2271
農林水産 69.2 46.2 46.2 23.1 7.7 15.4 23.1 23.1 `L3.1 13
鉱 業' 20.0 '1i U 20.0 0 20.0 0 20.0 44':U5
食 品 25.0 25.0 25.0 25.0 0 25.0 25.0 U 25.0 4
紡 織 33.3 20.0 23.3 13.3 0 6.7 10.0 6.i `LO.0 30
樹 ・家具 12.5 12.5 25.0 0 0 25.0 12.5 12.5 12.5 8
石油化学 63.3 27.3 45.5 54.5 0 18.2 27.3 9.1 54.5 ]1
金 属 ・63.6・ 54.5 63.6 9.1 0 45.5 18.2 9.1 95.5 11
機 械 54.8,38.9 47.9 21.9 4.1 20.5 20.5 11.0 26.0 73
建 築 63.6 54.5 45.5 36.4 2i.3 18.2 54.5 36.9 36.9 11
製 薬 50.0 37.5 50.4 12.5 12.5 25.0 25.0 so.o goo 8
日 川 品
事
29.4 11.8 5.9 5.9 0 11.8 23.5 0 23.5 17
運 輸 66.7 0 66.7 33.3 0 33.3 33.3 33.3 33.3 3
商業 ・貿易 42.9 40.5 42.9 21.4 7.1 23.8 31.0 21.1 38.1 42
金融 ・投資
9
50..033.3 16.7 33.3 U 50.0 0 SQfl 50.0 6
不動 痙 0 U 33.3 0 33.3 33.3 0 0 0 3
サ ー ビス 57.1 28.6 5轍 14.3 U 28.6 14.3 14.3 0 7
総 合 26.7 20.0 33"s 6.7 6.7 20.0 20.0 6.7 ?0.0 15




複 数回答 可),第 一位 は良 好な政策 と.t:確な情報70.1%,第 二位はll∫場変
化 に対す る機 敏な 対応(60.1%),第{位 は合 弁相 手との良好 な協力関係
(52.8%),第四位,中 国政 府の関連政 策の 支持 の獲得(47.2%)であ る。
以 ド,機 会の獲得(37.3%),同業 ライバ ルに対す る経営優位(35.1%),
国 内経験のil:しい応 用(28.8%)などであ る。
業種別で みて もほとんどの業種で良 好な政 策 と正確な情報を 要因 して挙
げる企 業が最 も多い。 全体 の理 由状 況 とやや異な るのは,製 薬 と金融で あ
り,前 記 の要因とと もに現地政 府の支持獲得が最多要因 とな って いる。 ま
た鉱 業では合弁相 丁一とのよい協力関係 とともに中国政府の政策 支持獲得が
最 多要因 とな ってい る(た だ しサ ンプルが少 ない)。 この点 は海外 自然 資
源 の獲得 が国策 として追 求 されてい ることを反映 して いると推察で きる。
3)挫折経験
全体動 向 海外一」一会社 の閉鎖経験 の有無につ いて。 全体 的には(回 答企
業381社),閉 鎖経験 あ りが18.6%,経験 な しが81.4%。後者が圧倒 的に
多い。 閉鎖経験 あ りと した企業のなかでi三要理 山を回答(複 数F11答可)し
た67社 のデー タによれば,第 一は利益獲得 が困難で後続 資金が間 に合わ
ず(46.3%),第:位は適 当な販売 チ ャネルの不足(29.9%),第こ位 は も
ともとの戦 略の誤 りと不.r-_確な情報(20.9%),第四位,llll質と技術 面で
の競争優位の欠如(17.9%)であ った(前 掲,科 研費 報告書)。
業種別 では,閉 鎖経験 はll∫場 リスクの高 い金融 ・投 資(67%)が 圧倒 的
に多 く,以 下製薬(33%),建 築(33%),商 業 ・貿 易(30%),サ ー ビス
(27%),II用雑貨(25%)な どが比較的 に多い。逆 に閉鎖経験 の少ない企
業は,食 品,そ の他でゼ ロであ り,石 化(6%)や 紡織(9%)も 少ない。
4)将来の海外事業の見通 し(本社)




n 経験あり 比率% 経験なし
合 計 381 71 17.5 310
農 林 水 産 18 4 22.2 14
鉱 業 7 1 14.3 6
食 品 7 0 0 7
紡 織 45 4 8.9 41
木材 ・家具 10 2 20.0 8
石油 化 学 16 1 6.3 15
金 属 16 2 12.5 14
機 械 102 13 12.7 89
建 築 18 6 33.3 12
製 薬 15 5 33.3 10
日 用 品 24 s 25.0 18
運 輸 s 1 16.7 5
商業 ・貿易 71 21 29.6 50
金融 ・投資 12 8 66.7 4
不 動 産 6 1 16.? 5
サ ー ビ ス 11 3 27.3 8
総 合 10 2 20.0 8





回答企 業数399社の89%が 楽観視(「 非常 に楽観」 十 「基本tf`・Jに楽 観」)
してお り,悲 観的な見方は非常に少ない(科 研費報;;;2007)。
業種別では,楽 観視 している企業が多いのは,総 合,製 薬,食 品,鉱 業
であ り,い ずれ も100%に達 して いる。 その他 の業種 も楽観視 している企
業がlf:倒的に多い。他 方で悲 観的またはは っき りしない見方が相 対的に多
い企業は,石 化(28%),建 築(26%),運 輸(17%)不 動産(17%),農




ケー ト調査をもとにその業種別の状況をい くつかの面から検討 してきた。
業種別の状況はt:体的状況と共通する面があるとともに,多 少とも異なる
状況を示 している事例も多いことが判明 した。つまり,中国企業の海外経
営は,そ の戦略目的,競 争優位性,海 外子会社へのコン トロール,海 外t一




































































国企業の る分の一は経営1赤 字で,三 分の一近くが黒字,残 りの{分 の一近 く
が損益均衡であるいう。また全体的に言って民営企業と大規模な国有企業の経
営状況は比較的良好だという(2005年8月25i」,筆者ヒアリング)。これ と
の比較でいえば,ア ンケー ト調査対象の企業の業績(日 標達成度)は 多少とも
高 く自己評価されている可能性がある。
一24一 24
